
平成30年度
普通会計　決算状況

１ 歳入決算の推移
２ 市税収入の推移（項目別）
３ 市税収入の推移（納税義務者）
４ 歳出決算の推移
５ 扶助費の推移
６ 債務残高の推移
７ 類似団体との比較：市債残高
８ 基金残高の推移
９ 類似団体との比較：基金残高

10 経常収支比率の推移
11 類似団体との比較：経常収支比率
12 施設の運営管理費・財源・利用状況

　その１：保育所・幼稚園
　その２：こども園・小学校
　その３：中学校・高等学校
　その４：放課後児童会・公民館
　その５：社会教育施設・自治振興施設・図書館
　その６：体育施設

習志野市財政課
令和元年10月

普通会計決算状況とは、毎年度総務省が全国の自治体の財政状
況を一律に比較するために調査するものです。

この数値をもって全国の自治体の財政状況を比較することができ
ます。



１　過去１０年間の歳入決算推移

　市税は平成20年秋の世界的経済情勢の悪化により、平成21年度から減少傾向に転じ、平成25年度
からは再び増加に転じました。平成30年度は景気回復及び転入による居住者増加に伴う納税義務者
数増加などによる市民税の増、評価替えに伴う地価の上昇や既存事業者による償却資産の設備投
資の増加による固定資産税の増などにより、平成29年度と比較して約6億7千万円の増額となりまし
た。

　地方消費税等が平成27年度に大幅に増加したのは、消費税の税率改定影響額が通年ベースで収
入されたことにより、地方消費税交付金が増加したことによるものです。

　国県支出金が平成27年度に増加したのは、地域における消費喚起等を目的とした地域活性化・地
域住民生活等緊急支援交付金が設けられたことなどにより増加しました。平成29年度は待機児童対
策に係る保育所等整備交付金や臨時福祉給付金（経済対策分）給付事業費補助金などにより増加し
ました。平成30年度は給食センター建替事業交付金や千葉県認定こども園施設整備交付金事業費
補助金などにより増加しました。

　使用料・財産収入等が平成25年度、平成28年度に大幅に増加したのは、それぞれ仲よし幼稚園跡
地、第二斎場用地の売却による不動産売払収入の増によるものです。

　地方交付税は平成23年度に震災復興特別交付税が創設され、大幅に増加しましたが、平成30年度
は新庁舎建設工事や災害復旧事業の終息に伴い、震災復興特別交付税は減となりました。また近年
は、市税収入が増加しているため、基準財政需要額に対する財源不足額が減少し、その結果、普通
交付税も減少傾向になっています。

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

市債 3,299,064 5,088,319 5,594,180 4,624,575 4,577,087 4,535,728 4,050,469 6,772,557 5,609,136 7,056,206

地方消費税等 2,253,329 2,204,064 2,233,179 2,030,700 2,262,743 2,555,117 3,643,940 3,225,351 3,585,205 3,761,623

国県支出金 8,150,901 8,310,119 9,264,981 8,489,610 8,694,817 9,215,697 10,301,395 10,325,604 11,393,750 11,471,271

地方交付税 1,047,910 2,644,884 5,537,198 3,567,144 3,701,286 4,276,292 4,281,084 3,245,488 2,207,560 1,441,737

繰入金 1,905,974 848,639 1,349,062 1,053,879 1,835,430 2,018,884 1,526,000 2,648,610 2,689,726 3,004,437

使用料・財産収入等 5,356,722 5,320,212 5,813,565 6,351,028 11,343,339 6,143,055 6,786,319 9,801,877 5,551,143 5,809,790

市税 25,746,010 25,287,440 25,226,765 25,109,902 25,736,750 26,660,975 26,859,506 27,631,512 28,004,595 28,669,962

計 47,759,910 49,703,677 55,018,930 51,226,838 58,151,452 55,405,748 57,448,713 63,650,999 59,041,115 61,215,026
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２　過去１０年間の市税収入の推移（項目別）

　平成20年度より市税のコンビニ収納やマルチペイメントを導入し、市税を納めていただきやすい環境
づくりを進めています。さらに、平成22年度に「納税コールセンター」を設置し、また平成25年度からは
債権管理課を創設し、徴収対策の強化を図っています。

　市税収入は収入の根幹を占めるものです。「自立したまちづくり」を進めるためには、自主財源の柱
である市税収入の確保が大きな課題となります。
（自主財源比率  H28年度 63.1%　→　H29年度 61.4%　→　H30年度 61.2%　）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

その他の市税 2,909,691 2,977,117 3,066,101 2,953,546 3,093,485 3,165,844 3,158,306 3,207,505 3,199,665 3,241,345

固定資産税 9,562,945 9,668,666 9,514,525 9,151,831 9,287,496 9,720,564 9,764,212 9,988,589 10,143,498 10,409,649

法人市民税 1,289,464 1,397,377 1,774,018 1,818,735 2,094,967 2,211,995 2,130,715 2,194,139 2,132,827 2,283,956

個人市民税 11,983,910 11,244,280 10,872,121 11,185,790 11,260,802 11,562,572 11,806,273 12,241,279 12,528,605 12,735,012

計 25,746,010 25,287,440 25,226,765 25,109,902 25,736,750 26,660,975 26,859,506 27,631,512 28,004,595 28,669,962
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３　過去１０年間の市民税収入の推移（納税義務者）

　一人あたりの税額は、30年度は普通徴収及び年金特別徴収は減少し、給与特別徴収は増加してい
ます。今後の高齢化の進展においては、税収の状況に大きな影響を与えることが想定されます。

　人口の推移では、全体人口は現在においても増加傾向となっていますが、そのうち、15歳以上65歳未満のい
わゆる生産年齢人口は若干の増加となっており、65歳以上の老年人口はこの10年間で大幅な増加となっていま
す。あわせて右側の納税義務者を見てみると、給与所得者等の特別徴収者は増加となっています。年金特別徴
収者は制度が開始した平成21年度から増加傾向にあります。
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普通徴収 126,683 110,140 100,724 106,678 105,629 110,936 110,735 124,536 114,548 113,738

給与特別徴収 195,614 183,076 178,771 183,735 183,767 183,836 179,940 172,979 174,401 175,232

年金特別徴収 23,810 47,996 46,440 44,196 42,964 42,694 43,788 41,698 41,717 41,334
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４　過去１０年間の歳出決算推移

　その他の支出も年度によって増減が大きくなっています。
　平成21年度は定額給付金の取組によるもの、平成25年度、平成28年度はそれぞれ仲よし幼稚園跡
地、第二斎場用地の売却による不動産売払収入を公共施設等再生整備基金等に積み立てた特殊要
因により増加しています。

　扶助費は年々増加しています。平成30年度は、待機児童対策により民間認可保育所等が増加した
ことから民間認可保育所運営費助成事業、小規模保育事業運営費助成事業などが増加しました。ま
た障がい者支援として障害者総合支援法に基づく給付事業、児童福祉法に基づく給付事業が利用者
数の増により増加しました。

　人件費（退職手当と職員給与等の合計）は、ほぼ横ばいの推移となっています。

　普通建設事業はその年に行う工事等によって大きな増減がありますが、近年、公共施設再生の取
組により増加傾向にあります。平成30年度は、新庁舎建設工事が完了した一方、給食センター建替
事業、大久保地区公共施設再生事業、（仮称）大久保こども園整備事業などにより全体としては増加
となりました。

　物件費は業務の外部化、民間委託化による委託料の増などにより年々増加しています。平成30年
度は、新給食センターの開業準備に係る委託業務などにより増加となりました。

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

その他の支出 4,947,876 2,806,692 3,889,984 3,394,748 8,620,880 4,346,672 5,424,588 8,671,324 3,672,249 3,917,989

普通建設事業費 5,348,234 6,113,397 6,934,377 5,622,606 6,558,248 6,125,933 5,806,461 9,830,117 9,164,574 10,072,776

繰出金 5,095,499 5,102,053 5,926,962 5,366,552 4,898,664 4,912,833 5,673,157 5,611,919 5,369,607 5,487,093

物件費 8,931,185 9,230,662 9,495,590 9,885,567 9,652,408 10,306,693 10,690,782 10,762,640 10,767,362 11,001,786

公債費 4,609,511 4,763,109 4,879,043 4,535,316 4,646,923 4,501,629 3,972,956 3,722,586 4,087,022 4,336,208

扶助費 5,349,395 7,824,051 8,591,967 8,512,209 9,118,639 10,020,972 10,504,358 11,585,564 12,390,294 12,621,640

人件費（退職手当） 1,568,148 1,429,755 1,261,785 929,851 1,192,782 991,406 870,223 831,863 711,330 885,549

〃 （職員給与等） 10,193,485 10,015,033 10,037,291 10,092,354 10,123,392 10,248,465 10,480,028 10,351,928 10,503,374 10,477,815

計 46,043,333 47,284,752 51,016,999 48,339,203 54,811,936 51,454,603 53,422,553 61,367,941 56,665,812 58,800,856
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５　過去１０年間の扶助費の推移

　増加要因の主なものは、
　　　児童福祉費 Ｈ３０ Ｈ２９ 伸び （単位：千円）

　　　　民間認可保育所運営費助成事業 1,297,451 1,023,397 274,054
　　　　小規模保育事業運営費助成事業 285,606 172,357 113,249
　　　　幼保連携型認定こども園運営費助成事業 239,060 197,406 41,654

　対象となる施設の増によるものです。

　　　社会福祉費 Ｈ３０ Ｈ２９ 伸び （単位：千円）

　　　　障害者総合支援法に基づく給付事業 2,007,697 1,833,959 173,738
　利用者数の増によるものです。

　減少要因の主なものは、
　　　生活保護費 Ｈ３０ Ｈ２９ 伸び （単位：千円）

　　　　生活保護費 3,538,746 3,664,051 ▲ 125,305

　被保護者数の減による影響が考えられます。

　　　社会福祉費 Ｈ３０ Ｈ２９ 伸び （単位：千円）

　　　　臨時福祉給付金（経済対策分）給付事業 0 278,055 ▲ 278,055

　給付金事業の終了によるものです。

　義務的経費の中で増加が著しいのが扶助費です。
　生活保護費は年々増加していましたが、平成30年度は被保護者数の減により減少に転じました。児
童福祉費は平成22年度に子ども手当の創設により大幅に増加しました。また近年、待機児童対策とし
て受け皿となる施設の整備を進めているため、民間認可保育所等への運営費助成が大幅に増加して
います。社会福祉費も国の経済対策による臨時福祉給付金等の給付や障害者総合支援法に基づく
給付事業の増加などにより増加傾向が続いています。

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

その他 76,043 76,706 117,214 88,389 94,675 81,857 78,343 93,330 104,703 95,773

生活保護費 2,094,249 2,398,195 2,770,833 2,810,274 2,940,307 3,200,142 3,311,133 3,557,940 3,664,259 3,538,910

児童福祉費 1,747,350 3,727,068 3,983,942 3,720,571 4,053,374 4,370,064 4,664,505 5,149,564 5,729,571 6,195,839

老人福祉費 132,047 126,987 110,916 105,324 113,086 129,488 136,149 140,892 147,243 149,478

社会福祉費 1,299,706 1,495,095 1,609,062 1,787,651 1,917,197 2,239,421 2,314,228 2,643,838 2,744,518 2,641,640

計 5,349,395 7,824,051 8,591,967 8,512,209 9,118,639 10,020,972 10,504,358 11,585,564 12,390,294 12,621,640
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　◇30年度末 用途別債務残高の内訳

区　分 金額(千円) 主なもの 金額

普通会計地方債 48,564,577 54億円

46億円

36億円

24億円

16億円

14億円

11億円

11億円

7億円

227億円

普通会計債務負担行為 11,403,625 33億円

24億円

23億円

13億円

7億円

下水道会計地方債 23,991,660 232億円

計 83,959,862

６　実質的債務残高の推移

特例債
(他にも
あり)

　借入額を償還額以下に抑えるなど、債務の削減に努めてきましたが、近年では、国が特別に発行を
認める特例債の増加や公共施設再生の取組により、債務残高が増加傾向にあります。
　平成30年度は大久保地区公共施設再生事業、新学校給食センターの建設工事の実施などによる
地方債の増、新消防庁舎等建設事業費・市立幼稚園及び小中学校空調機器賃借料などの債務負担
行為の設定により大幅な増加となっています。

 新学校給食センター（施設整備分）

 大久保地区生涯学習複合施設（施設整備分）

 小中学校

 新庁舎

のうち実質的債務

 道路・街路

 保育所・幼稚園・こども園

 新清掃工場

 大久保地区生涯学習複合施設

 公営住宅

 新給食センター

 減税補てん債

 臨時財政対策債

 新消防庁舎

 ＪＲ津田沼駅南口周辺開発整備用地

 下水道

市立幼稚園及び小中学校空調機器賃借料

ひ

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

下水道会計地方債 33,432,318 32,815,215 32,217,728 30,787,616 29,846,301 28,842,959 27,716,957 27,010,500 25,851,328 23,991,660

普通会計債務負担行為の

うち実質的債務
8,635,448 8,384,623 7,375,267 6,196,004 4,710,844 5,106,392 4,622,924 9,021,138 9,945,704 11,403,625

通常の地方債 18,282,804 17,713,017 17,799,810 17,416,832 16,954,249 17,042,506 16,901,744 20,195,921 21,980,087 25,102,406

特例債 17,992,908 19,477,689 20,669,462 21,669,341 22,546,221 22,921,780 23,518,540 23,595,558 23,615,790 23,462,171

計 78,343,478 78,390,544 78,062,267 76,069,793 74,057,615 73,913,637 72,760,165 79,823,117 81,392,909 83,959,862
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７　類似団体との比較：市債残高

　上のグラフは、市債残高を類似団体と比較したものです。ここでは普通会計の数値ですので、下水
道会計などの債務は含んでいません。

ひ

習志野

市
佐倉市 流山市

八千代

市
浦安市 野田市

普通会計市債 48,564,577 30,221,134 50,691,012 52,007,081 26,388,304 46,138,440

ひとりあたり市債残高 280,388 171,874 266,047 261,529 155,736 298,193
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８　基金残高の推移

９　類似団体との比較：基金残高

　上のグラフは、基金残高を比較したものです。

　近年の基金残高全体は、平成25年度に仲よし幼稚園跡地、平成28年度に（仮称）第二斎場用地の
売却による不動産売払収入を公共施設等再生整備基金等に積み立てた特殊要因があったことによ
り、大幅に増加しています。
　財政調整基金が平成22年度より増加しているのは、基金取り崩し額が前年度決算剰余金積立額を
下回ったことによるものですが、平成29、30年度は基金取り崩し額が剰余金積立額を上回ったため、
減少しています。この財政調整基金は、予期しない収入の減少や支出の増加のための基金であり、
残高の動向には常に注視しておく必要があります。

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

基金残高全体 4,280,476 4,719,579 5,261,257 6,728,768 12,073,422 11,755,991 11,959,416 14,407,048 13,341,435 12,562,121

財政調整基金 948,351 1,388,543 2,272,210 3,743,347 3,761,144 3,944,785 5,032,064 5,813,577 5,316,016 4,816,718
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千円 基金残高の推移

習志野市 佐倉市 流山市 八千代市 浦安市 野田市

基金残高 12,562,121 12,851,367 6,791,150 4,653,033 17,526,457 7,414,000

基金全体のうち財政調整基金 4,816,718 5,530,920 4,533,029 2,130,361 13,374,874 5,684,779

ひとりあたり基金残高 72,527 73,088 35,643 23,399 103,436 47,917
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10　経常収支比率の推移

　経常収支比率は、財政構造の弾力性を判断する指標で、一般家庭におきかえればエンゲル係数に
あたるものです。市税や普通交付税など経常的に収入される財源と人件費や扶助費など毎年度必ず
支出しなければならない経常経費を比べたものです。この比率が低いほど弾力性が大きいことを示し
ています。
　平成30年度は公債費や扶助費が増加したことにより、前年度と比較して1.4ポイント増となっていま
す。
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21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

経常的繰出金 12.1 11.6 11.1 11.3 11.7 11.8 12.2 12.6 13.3 13.6

補助費等 3.2 2.9 3.3 3.3 3.2 3.4 3.1 3.4 3.5 3.6

維持補修費 0.4 0.4 0.3 0.4 0.3 0.3 0.3 0.3 0.3 0.2

物件費 22.2 21.3 21.1 21.8 22.4 23.5 23.1 23.5 23.7 23.8

公債費 15.7 15.3 15.4 14.8 14.8 14.4 12.3 11.6 12.5 13.0

扶助費 6.5 7.1 7.0 7.7 8.6 9.1 10.1 11.4 11.7 12.2

人件費 35.6 31.7 32.0 31.0 31.8 31.9 30.6 30.2 30.1 29.9

経常収支比率 95.7 90.3 90.2 90.3 92.8 94.4 91.7 92.9 94.9 96.3
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11　類似団体との比較：経常収支比率

　習志野市は5市と比較すると、人件費、物件費、経常的繰出金の割合が高くなっています。

　※それぞれの項目で比率を計算していますので、合計の経常収支比率とは合わない場合があります。

習志野市 佐倉市 流山市 八千代市 浦安市 野田市

経常的繰出金 13.6 12.8 10.8 11.1 4.8 14.3

補助費等 3.6 12.8 6.6 5.5 4.7 2.6

維持補修費 0.2 1.6 0.9 0.7 2.5 0.3

物件費 23.8 19.2 18.6 21.8 34.6 20.9

公債費 13.0 9.5 11.7 16.5 7.6 15.5

扶助費 12.2 11.9 16.2 12.2 9.7 14.9

人件費 29.9 26.2 24.6 29.2 22.4 25.5

経常収支比率 96.3 94.1 89.5 97.1 86.4 94.1
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